
財政状況等一覧表（平成１９年度）
（単位：百万円）

団体名　　葛尾村
標準税収入額等

A

普通交付税額

B

臨時財政対策

債発行可能額C

標準財政規模

A+B+C

167 763 57 987

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 1,625 1,493 132 97 1,889

一般会計等 1,625 1,493 132 97 1,889

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

簡易水道 11 10 1 1

国民健康保険 308 288 20 20

介護保険 140 126 14 14

老人保健医療 201 196 5 5

介護サービス 1 1

公営企業会計等　計

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

双葉地方広域市町村圏組合

・一般会計 2,839 2,779 60 60 1,108 31

・産業廃棄物特別会計 202 202 0 0 0

・下水道事業特別会計 139 136 3 3 234

福島県後期高齢者医療広域連合

・一般会計 1,585 1,443 142 142 0

福島県市町村総合事務組合

・一般会計 12,204 11,943 261 261 1,930

・消防補償等特別会計 1,281 1,281 0 0

・消防賞じゅつ金特別会計 5 4 1 1

・非常勤職員公務災害補償金特別会計 28 22 6 6

・自治会館管理特別会計 23 23 0 0

一部事務組合等　計 413

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

地方公社・第三セクター等　計

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 487

減 債 基 金 44

その他充当可能基金 0

充当可能基金 計 531

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 8.85 9.80 0.95 15.00 20.00 11.4

連結実質赤字比率 13.87 20.00 40.00

実質公債費比率 17.7 16.8 △ 0.9 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 27.8 350.0

財 政 力 指 数 0.14 0.15 0.01

経 常 収 支 比 率 97.1 92.5 △ 4.6

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。

簡易水道

地方債現在高
他会計等から
の繰入金

資金不足比率
（公営企業会計名）

他会計等から
の繰入金

会計名 備考

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

形式収支歳出 実質収支歳入

企業債（地方
債）現在高

純損益
（形式収支）

資金剰余額／不

足額（実質収支）

備考
純損益

（形式収支）
資金剰余額／不

足額（実質収支）

他会計等から
の繰入金

左のうち一般会計

等負担見込額
備考

企業債（地方
債）現在高

左のうち一般会計

等繰入見込額

当該団体から
の出資金

当該団体から
の補助金

当該団体からの

損失補償に

係る債務残高
備考

当該団体から
の貸付金

当該団体からの

債務保証に

係る債務残高

一般会計等

負担見込額

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産



市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)

福島県 葛尾村
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

1,640
84.23

1,622,035
1,490,356
96,714

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.15]

類似団体内順位

[ 79/129 ]

全国市町村平均

0.55
福島県市町村平均

0.50

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

0.05

0.82

0.19

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.15

葛尾村の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.5%]

類似団体内順位

[ 88/129 ]

全国市町村平均

92.0
福島県市町村平均

89.0

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

116.2

69.0

87.4

92.5

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [313,695円]

類似団体内順位

[ 66/129 ]

全国市町村平均

116,898
福島県市町村平均

118,019

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,699,986

155,598

300,655 313,695

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.8]

類似団体内順位

[ 86/129 ]

全国市平均

97.0
全国町村平均

93.2
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.9

70.6

92.5
94.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [17.68人]

類似団体内順位

[ 46/129 ]

全国市町村平均

7.82
福島県市町村平均

7.94

(人)

100.00

80.00

60.00

40.00

20.00

0.00

77.12

7.89

19.82 17.68

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.8%]

類似団体内順位

[ 67/129 ]

全国市町村平均

12.3
福島県市町村平均

14.5

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

27.7

5.3

16.3 16.8

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,151,634円]

類似団体内順位

[ 40/129 ]

全国市町村平均

446,922
福島県市町村平均

426,565

(円)

12,000,000

10,000,000

8,000,000

6,000,000

4,000,000

2,000,000

0

9,959,115

386,517

1,303,308 1,151,634

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

葛尾村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
 　財政力指数は、０．１５と類似団体平均を下回っている。本村は、産業基盤が脆弱であり、今後も状況の変化に期待できないことか
ら、村税の収納率の向上をめざすなど自主財源の確保に努める。
【経常収支比率】
　経常収支比率は、類似団体平均を大きく上回り硬直化している。本村財政の経常一般財源のうち普通交付税は８０．８％と大きな
ウェイトを占めているが、交付額が年々減少してきたこと、合わせて経常収支比率に占める公債費が３３．８と高いことが大きな要因と
なっている。公債費の割合が高い要因として平成７年度から平成１３年度までの建設事業にかかる地方債の借入の償還時期を迎え
たことがあげられる。平成15年度から地方債の借入限度額を設定し借入額を3分の1程度に抑制してきた。公債費のピークは平成１８
年度で、特に平成２１年度から急激に減少していくことから、将来的には改善の見込みである。今後は、「葛尾村集中改革プラン」に
基づき、事務事業及び組織機構等の見直しを含め、人件費、物件費、補助費等の更なる抑制に努める。
【実質公債費比率】
　実質公債費比率は、類似団体平均を上回っているが、平成１５年度から地方債発行限度を設定し借入額を3分の1程度に抑制して
きたことから、平成２２年度以降は低下する見通しである。引き続き集中改革プランに基づき計画的な地方債の発行に努める。

【人口1人当り地方債現在高】
　人口１人当たり地方債現在高は、類似団体平均を若干下回る水準である。平成１５年度から地方債発行限度を設定し借入額を3分の
１程度に抑制してきたことから、平成２２年度以降は更に減少すると見通しである。
【ラスパイレス指数】
　類似団体平均を２．３上回っているが、県内市町村平均では３．０下回っている。一部手当のカットを実施しており、今後も給与の適正
化に努める。
【人口1，000人当り職員数】
　平成１２年以降の組織機構の見直し及び退職者の不補充等により、現状では類似団体を下回っている。引き続き効率的な事務運営
に努め、より適切な定員管理に努める。
【人口1人当り人件費・物件費等決算額】
　　人件費及び物件費については、平成１４年度から財政健全化対策の一環として抑制に努めてきており、人件費については成果がみ
られているが、物件費については、国土調査事業により類似団体平均を上回っていると思われる。国土調査事業は平成２１年度で完了
する見込みであり、平成２２年度以降は下がる見込みである。



歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 福島県 葛尾村

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

1,640
84.23

1,622,035
1,490,356
96,714

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）

H19類似団体内順位

88/129

全国市町村平均

92.0

福島県市町村平均

89.0

(%)

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

69.0

116.2

87.4
87.787.7

90.5

87.8

H19H18H17H16H15

92.5

97.196.095.6

87.1

人件費

H19類似団体内順位

63/129

全国市町村平均

28.0

福島県市町村平均

26.7

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

14.1

45.4

25.326.226.9

30.228.6

H19H18H17H16H15

25.8

29.129.6

28.928.5

物件費

H19類似団体内順位

83/129

全国市町村平均

13.1

福島県市町村平均

13.0

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

4.2

39.6

11.4

11.5

11.812.9

11.4

H19H18H17H16H15

12.1

11.1

12.913.2

10.7

扶助費

H19類似団体内順位

15/129

全国市町村平均

8.8

福島県市町村平均

6.2

(%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.3

7.9

2.1
2.12.01.71.5

H19H18H17H16H15

1.01.21.21.10.9

その他

H19類似団体内順位

51/129

全国市町村平均

11.4

福島県市町村平均

13.2

(%)

0.0

6.0

12.0

18.0

24.0

30.0

36.0

0.1

28.0

9.69.09.2

7.1

6.8

H19H18H17H16H15

8.08.9
7.4

7.8

6.7

補助費等

H19類似団体内順位

68/129

全国市町村平均

10.4

福島県市町村平均

10.0

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2.3

21.6

11.7

11.611.611.111.2

H19H18H17H16H15

11.8

10.810.0
8.9

10.8

公債費

H19類似団体内順位

108/129

全国市町村平均

20.3

福島県市町村平均

19.9

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

14.8

57.4

27.3
27.326.227.528.3

H19H18H17H16H15

33.8
36.034.935.7

29.5

公債費以外

H19類似団体内順位

52/129

全国市町村平均

71.7

福島県市町村平均

69.1

(%)

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

32.3

91.9

60.1

60.4

61.563.059.5

H19H18H17H16H15

58.7

61.1

61.159.957.6経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

葛尾村

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
  指標から本村の財政状況を見ると、全体の経常収支比率が９２．５と非常に高く弾力性を欠いた状況となっている。性質
別の中で、扶助費、その他については類似団体平均を下回っているものの、人件費と公債費で５９．６％を占めるなど突出
し、全体の比率を大きく押し上げている。公債費を除けば、５８．７％と類似団体平均を若干下回る程度となっている。
　本村の主な産業は、農林業であり産業基盤が非常に弱く自主財源（財政力指数０．１５）に乏しいことから、多くを地方交
付税に依存せざるを得ない状況にある。そのような背景の中で経常経費比率が高い要因として、以下のことが考えられる。
１．普通交付税が、H12年度（ピーク）と比較すると992百万円からH19年度763百万円と229百万円（▲23.1％）減少した。
２．普通建設事業が減少した。
３．公債費については、Ｈ７年度からＨ１３年度の７年間の建設事業〈総額７２億円（１０．３億／年）、地方債総額２４億円
（３．４億／年）〉に充てた地方債の償還時期を迎えたことによる。公債費は、H１１年度に２億を超えその後急激に上昇を続
けH１８年度３５０百万円（ピーク）に達した。
　村では、平成14年度から独自の財政健全化計画を定め、全ての事務事業の見直しを進め全庁的に経常経費の抑制に取
り組むと共に平成15年度から建設事業に充てる地方債の借入限度額を概ね1億円と定め、抑制している。また、Ｈ１７年度
には葛尾村集中改革プランを定め、５年間の目標値を設定し行財政改革に取り組んでいる。
　これらの結果、人件費については、議員数の削減（１２人→１０人）、議員並びに特別職等給与カット、職員の手当の見直
し及び職員退職による欠員不補充（H12年度43名→H19年度34名）などにより、H12年度（ピーク）396百万円→H19年度291
百万円と105百万円（▲26.5％）減少した。
　公債費については、Ｈ２１年度から３億円をＨ２５年度には２億円を下回り、年々に減少していく見込みである。また、物件
費については、国土調査事業が２１年度完了見込みであり、事業完了に伴い２％程度減少の見込みである。
　今後も葛尾村集中改革プラン等の着実な推進により、経常的経費の縮減に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 290,770 177,299 176,944 0.2
賃金（物件費） 5,002 3,050 12,023 ▲ 74.6
一部事務組合負担金（補助費等） 44,647 27,224 27,393 ▲ 0.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 25,453 15,520 7,805 98.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 17,414 10,618 4,398 141.4
▲退職金 ▲ 24,447 ▲ 14,907 ▲ 18,283 ▲ 18.5
合計 358,839 218,804 212,519 3.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 17.68 19.82 ▲ 2.14
ラスパイレス指数 94.8 92.5 2.3
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 345,477 210,657 173,360 21.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 - - 30,472 -
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 13,837 8,437 9,021 ▲ 6.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 2,705 1,649 5,681 ▲ 71.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 127 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 239,586 ▲ 146,089 ▲ 141,001 3.6

合計 122,433 74,654 77,660 ▲ 3.9
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 福島県 葛尾村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

449,608 258,991 ▲ 15.0 307,211 ▲ 9.8 ▲ 5.2

うち単独分 205,741 118,514 ▲ 40.1 154,477 ▲ 7.3 ▲ 32.8

416,789 242,884 ▲ 6.2 233,255 ▲ 24.1 17.9

うち単独分 229,669 133,840 12.9 96,550 ▲ 37.5 50.4

419,050 245,921 1.3 172,020 ▲ 26.3 27.6

うち単独分 269,693 158,271 18.3 77,280 ▲ 20.0 38.3

324,742 195,864 ▲ 20.4 155,309 ▲ 9.7 ▲ 10.7

うち単独分 303,089 182,804 15.5 69,293 ▲ 10.3 25.8

267,540 163,134 ▲ 16.7 161,387 3.9 ▲ 20.6

うち単独分 266,311 162,385 ▲ 11.2 66,794 ▲ 3.6 ▲ 7.6

過去５年間平均 375,546 221,359 ▲ 11.4 205,836 ▲ 13.2 1.8

うち単独分 254,901 151,163 ▲ 0.9 92,879 ▲ 15.7 14.8

当該団体決算額
（千円）
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